
 

 

          

 

令和７年９月 11日  

行 政 経 営 課   

   
 

パブリック・コメントの実施について 
 
下記の案件について、県ホームページ等でパブリック・コメントを実施しますので、

お知らせします。 
 

記 
 
１ 案件名 

「愛媛県過疎地域持続的発展方針（案）」に対する意見の募集について 
 
２ 意見公募期間 

令和７年９月 12日(金)～令和７年 10月 10日(金)（郵送の場合は、当日消印有効） 
 
３ 意見の提出方法 

下記のいずれかの方法（住所、氏名、電話番号明記） 

（１）郵 送 〒790-8570 松山市一番町四丁目４－２ 

愛媛県 企画振興部 政策企画局 地域政策課あて  
 

 （２）ＦＡＸ 089-912-2249 

      愛媛県 企画振興部 政策企画局 地域政策課あて 
  
 （３）E－Mail chiikiseisak@pref.ehime.lg.jp 

件名に「愛媛県過疎地域持続的発展方針（案）に対する意見」と

記載の上、住所、氏名及び電話番号を明記して下さい。 
 
４ 計画案等の公表資料の閲覧場所 

県のホームページ上、県庁（地域政策課、行政経営課、県民総合相談プラザ）並

びに各地方局及び各支局（県民相談プラザ） 
 
５ 問い合わせ先 

【計画案の内容に関すること】 
愛媛県 企画振興部 政策企画局 地域政策課 地域づくり支援グループ 
TEL：089-912-2217 FAX:089-912-2249 
 
【パブリック・コメント制度に関すること】 
愛媛県 総務部 総務管理局 行政経営課 行政改革グループ 

TEL：089-912-2226    
   

県ホームページＵＲＬ：https://www.pref.ehime.jp/page/7417.html 

 

※貴市町のホームページにリンクを貼って頂くとともに、管内配布の広報媒体等もご

活用を検討願います。 

mailto:chiikiseisak@pref.ehime.lg.jp
https://www.pref.ehime.jp/page/7417.html


                        

 

過疎地域の持続的発展の支援に関する特別措置法に基づき、本県における過疎地域の持続

的発展を図るため、現行の方針が令和 7 年度末で期間満了となるため、新たに令和８年度か

ら 12年度までの５年間の方針を定める。 
 
 

基本的な事項 

(1)過疎地域の現状と問題点 

   ①過疎地域の概要・現況 

○市町数：17 市町 ※西条市、東温市、松前町の 3 市町が非過疎 

（過疎、過疎とみなされる市町 11、過疎とみなされる区域がある市町 3、特定市町村 3） 

○人 口：310,841 人 （県全体の 23.3％） 

○面 積：3,736.93ｋ㎡（県全体の 65.8％） 

○高齢者の割合：41.6％（県全体 32.5％） 

○若年者の割合： 8.8％（県全体 11.7％） 

②これまでの過疎対策の成果と現在の問題点等 

   ○交通通信体系、生産基盤の整備、生活環境、保健医療、教育等の生活諸条件の整備を推進 

   ○格差是正までには至らず、人口流出と少子高齢化が進行 

   ○ハード・ソフト両面での各種施策を推進するほか、地域一体の取り組みが必要 

③問題点 

   ○産業構造の偏りによる他地域との所得格差の拡大 

   ○人口、特に若年者層の流出に伴う地域活力の低下 

   ○極端な高齢化に伴う社会機能の減退 

   ○地理・自然条件等に起因する社会基盤整備の遅れ 

   ○空き家、遊休公共施設、耕作放棄地等の増加 

   ○担い手不足、集落の小規模化による集落機能の弱体化 

 

 (2)過疎地域持続的発展の基本的な方針 

   ①産業の振興及び雇用の拡充 

   ②子育て環境の確保・高齢者対策の推進及び福祉の向上・増進 

   ③都市地域と過疎地域の交流促進 

   ④個性豊かな地域社会の形成 

  

(3)広域的な経済社会生活圏の整備の計画等との関連 

   ①地方拠点都市地域基本計画や定住自立圏構想・連携中枢都市圏など広域的な視野に 

    たった計画・構想を踏まえ、施策相互間の有機的連携に配慮する。 

   ②公共施設等の整備に当たっては、広域的視点に立ち、中核となる都市との機能分担、 

連携に留意し、地域特性に応じた体系的な整備や老朽化対策に努める。 

 

愛媛県過疎地域持続的発展方針（案）の概要 



　

愛媛県過疎地域持続的発展方針体系図

問　　　題　　　点 基　本　的　な　方　針 方針の関連分野 主　　　な　　　手　　　段

※　　　　　　　　は主な追加項目

個性豊かな地域社会の形成

産業構造の偏りによる他
地域との所得格差の拡大

極端な高齢化に伴う社会
機能の減退

地理的・自然的条件等に起
因する社会基盤整備の遅
れ

生活環境の整備

地域文化の振興等

集落の整備

子育て環境の確保・高齢者対策の
推進及び福祉の向上・増進

子育て環境の確保、高齢者等の保健及
び福祉の向上及び推進

・高齢者の生きがいづくり（老人クラブへの助成事業）、市町の取組支援（介護予防事業、「地域包括ケアシステム」構築等）
・認知症サポーターの活用による認知症高齢者支援、介護テクノロジーの導入支援、介護人材の確保
・認定こども園や保育園、幼稚園等の適正配置及び放課後児童クラブの整備等
・一時預かり延長保育、病児・病後保育等の多様な保育ニーズへの支援事業の推進
・全てのこどもの育ちと子育て家庭を支援するこども誰でも通園制度の実施、保育サービス充実のための人材確保・育成
・イベントやお見合い事業等による晩婚・未婚化対策（少子化対策）

都市地域と過疎地域の交流促進 交通施設の整備、交通手段の確保

・高速自動車道及びその連絡道路の整備
・国道、県道及び市町道等の整備
・「愛媛県地域公共交通網再編協議会」の設置等による地域の実情に応じたバス路線の編成
・交通空白地有償運送や交通DX等を活用した新モビリティサービスなどの新たな輸送サービスの立ち上げ支援
・運航欠損額の助成等による離島における航路の維持・確保

・森林や水路等の保全活動、耕作放棄地の復元、水道施設、生活排水施設の整備
・広域連携や官民連携等による水道の基盤強化（耐災害性強化、維持管理・改築・修繕の一体的な最適化による持続的な事業運営確保）
・ごみの分別徹底やリサイクル活動への取り組みの支援・推進
・一般廃棄物処理施設の計画的な整備、安定的かつ効率的な廃棄物処理体制の確保
・機能別消防団員や女性消防団員等の拡充による消防団員確保
・耐震性貯水槽、消防団設備等の整備促進及び整備済施設の維持管理による消防力の一層の充実強化
・大規模災害へ対処するための実践的な訓練を通じた消防（局）本部や消防団間の連携強化

・医師及び看護師等の確保対策
・地域の中核的な病院等による過疎地域への支援、病院間・診療所間の協力体制の構築
・遠隔医療の環境整備を始めとする新たなICT等の活用
・へき地医療拠点病院の拡充及び地域住民の医療の確保
（へき地診療所の運営費等の補助、現行施設の充実、へき地に従事する医師への技術指導・援助等）

・耐震化を含めた良好な教育環境の確保（校舎、運動場、プール、学校給食施設、寄宿舎等の整備充実）
・廃校施設等の再整備（企業誘致、福祉施設や都市との交流拠点、体験活動フィールド、災害時の地域防災拠点）
・集会所、多目的広場、レクリエーション施設等の整備、体育施設の適正配置及び施設のネットワーク化
・県生涯学習センターを拠点とした地域の教育・文化施設等との連携、指導者の養成による生涯学習事業の推進

・地域の歴史的、文化的資源の保存と活用についての意識啓発、活動支援
・伝統文化の若年層への普及・継承及び後継者の育成
・地域の歴史的価値のある資源を活用した観光・学術・文化交流の促進、芸術鑑賞機会・発表機会の充実

・集落ネットワーク圏の形成等による地域課題の解決に資する取組みの支援
・特定地域づくり事業協同組合制度、地域資源を活用した地域の働き手の確保・仕事の創出推進
・公益財団法人えひめ地域活力創造センターや関係機関と連携した地域運営の伴走支援
・「集落支援員」、「過疎地域等政策支援員」、「地域おこし協力隊」など外部人材等を活用した地域活性化

教育の振興

人口、特に若年者層の流
出に伴う地域活力の低下

医療の確保

担い手不足、集落の小規
模化による集落機能の弱
体化

空き家、遊休公共施設、耕
作放棄地等の増加

移住・定住・地域間交流の促進、
人材育成

・移住コンシェルジュの配置等による移住相談機能の強化
・各種移住フェア等を通じた若い世代を中心とする地域を支える担い手の呼び込み強化・大都市圏住民への移住促進
・雇用と移住のマッチング支援、情報発信や技術習得の支援を通じた就業就農支援
・ワーケーションの推進による都市地域との交流拡大
・ふるさと納税制度を通じた新たなファンの獲得・都市部住民との交流促進
・都市住民によるボランティア活動を契機とした集落と都市との継続的な交流促進
・大学と連携した地域人材の育成
・集落支援員や移住コーディネーターとの連携強化による移住者受入態勢の構築
・産業支援機関等と連携した地域おこし協力隊の定住促進による地域の担い手育成

地域における情報化

・「誰ひとり取り残さない」デジタル変革（ＤＸ）の推進
・情報化を支える通信基盤の整備促進による誰もがデジタル化の効果を最大限享受できる環境整備
（条件不利地域におけるインターネット利用環境向上、携帯電話不感地域やテレビ・ラジオ難視聴地域の解消、ローカル5Gの導入）
・県デジタル総合戦略に基づくデジタル化施策の総合的・計画的な展開（行政のDX・暮らしのDX・産業のDX）
・県民の手のひらで行政手続きを完了させる取組の拡充
・デジタル技術やデータの利活用による県内産業の競争力強化、県内大学や事業者と連携したデジタル人材の育成・確保

再生可能エネルギーの利用の推進

産業の振興及び雇用の拡充 産業の振興

・地域特性を生かした魅力と競争力のある農林水産業の育成・多様な担い手の確保
（流通システムの確立、ブランド化の促進、農商工連携、６次産業化、農林漁家経営の合理化等）
・地場産業の高付加価値化・高度化
・優良企業誘致のための情報収集力・営業力の強化、愛媛の魅力PRの推進、立地環境の整備
・創業からその後の定着・成長までをオール愛媛で支援する「愛媛グローカル・フロンティア・プログラム」の推進
・地域密着型ビジネス等の起業促進及び販路開拓等の支援
・商店街の機能強化や商品開発、電子商取引等の促進
・産学官金が連携した県内企業におけるAI、IoT、ビックデータ、ロボット等の先端技術の導入・活用を支援する体制づくりの促進
（付加価値の高い新製品・新サービスの創出、デジタル技術を活用した新産業の育成、５Gを活用した技術開発促進）
・「えひめお接待の心観光振興条例」に基づく魅力ある観光地づくり
・海外からの観光客の誘致

・国の支援制度等を活用した過疎地域における再生可能エネルギーの導入の促進
・関係自治体や企業、大学等と連携・協力した過疎地域における再生可能エネルギーの利用及び導入促進に向けた環境整備



 

 

 

市町名 過疎区分 一部過疎の区域 備考 

松山市 非過疎（特定市町村）   
卒業（経過措置６年：令和８年度まで） 
※財政力要件を満たさない 

今治市 一部過疎 
旧菊間町、旧吉海町、旧宮窪町、旧伯方町、旧上浦町、

旧大三島町、旧関前村 
 

宇和島市 全部過疎    

八幡浜市 全部過疎    

新居浜市 非過疎（特定市町村）   
卒業（経過措置６年：令和８年度まで） 
※財政力要件を満たさない 

西条市 非過疎   財政力要件を満たさない 

大洲市 全部過疎    

伊予市 みなし過疎    

四国中央市 非過疎（特定市町村）   
卒業（経過措置６年：令和８年度まで） 
※財政力要件を満たさない 

西予市 全部過疎    

東温市 非過疎   人口要件を満たさない 

上島町 全部過疎    

久万高原町 全部過疎    

松前町 非過疎   財政力要件を満たさない 

砥部町 一部過疎 旧広田村区域  

内子町 全部過疎    

伊方町 一部過疎 旧伊方町、旧瀬戸町、旧三崎町 全部過疎からは外れているが、町内全域が一部過疎 

松野町 全部過疎    

鬼北町 全部過疎    

愛南町 全部過疎    

愛媛県過疎地域の指定状況 
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